











































































































































































































































































































































































































































































































































も 　　 特に小規模自治体を包含した合併事例においては 　　 この恩恵を大
きく受けることとなったのである。
第三に，算定替特例の終息に向けての各自治体における行財政改革への動
きである。合併当初から，算定替は１０年間の期限措置であり，その後５年の
激変緩和を経て一本算定に移行すれば，交付税配分額が大きく減少すること
はどの自治体も了解していたはずである。従って合併協議会の財政計画はそ
の間に職員削減や施設統廃合を進めていくことを盛り込むのが一般的であっ
た。しかし前述のような交付税算定の動向のもとで，一本算定と算定替との
乖離が大きくなる傾向が見られる。つまり，疲弊した地方への配慮として臨
時算定費が設定される一方で，自治体の財政リストラは否応なく進めざるを
えないというジレンマを，多くの合併自治体は抱えていたのである。
－２０－
第四に，小規模自治体を包含した合併事例において，これら小規模自治体
の地域がいわば「周縁化」される経過を辿ったということである。第三に述べ
た行財政改革の内容は，本庁への資源・人員の集約と支所地域における重点
的な施設統廃合を含むものであった。このことは旧村地域の社会経済の空洞
化を加速化させ，過疎高齢化を助長させる結果をもたらした。合併自治体が
旧村地域の段階補正や臨時算定費の効果によって交付税配分の増額という恩
恵に与っていたことを踏まえると，このことは大いなる皮肉ともいえるであ
ろう。
第五に，根本的な問いではあるが，そもそも交付税制度とはこうした政策
誘導の手段を目的にしたものだったのだろうかという疑問である。交付税制
度とは，「地方団体が自主的にその財産を管理し，事務を処理し，及び行政を
執行する権能をそこなわずに，その財源の均衡化を図り，及び地方交付税の
交付の基準の設定を通じて地方行政の計画的な運営を保障することによって，
地方自治の本旨の実現に資するとともに，地方団体の独立性を強化すること
を目的とする」（地方交付税法第１条）ものである。そして，「国は，交付税の
交付に当っては，地方自治の本旨を尊重し，条件をつけ，又はその使途を制
限してはならない」（同第３条）はずである。段階補正の操作によって自治体を
合併に追いやり，その挙句に疲弊した自治体に臨時算定費を通じて「元気創
出」や「人口減少対策」に努めよといった政策誘導を行う現状は，交付税制度の
理念に反していると言わざるを得ない。
【注】
１）「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律」（１９９９年７月１６日法
律第８７号）による「市町村の合併の特例に関する法律」（１９６５年３月２９日法律第６号）
の改正。以下，（旧法）と表記する。
２）総務省「平成１５年度普通交付税の算定結果等」別冊資料「段階補正の見直しについて」
２００３年７月２５日。
３）ただし，交付税算定にかかるデータは，０４年度当初に示されるものであるため，０４
年度分まで合併前のものである。
４）「市町村の合併の特例に関する法律」（２００４年５月２６日法律第５９号）。
５）筆者が石川県に情報公開請求を行ったところ，０８年度以前の旧自治体単位の算定台
金沢大学経済論集　第３７巻第１号　　２０１６.１２
合併算定替特例の効果　　（武田）
－２１－
帳はない，とのことであった。０９年度以降分については情報公開請求によりデータ
を入手した。なお，岐阜県はこのデータの一部をホームページに公開しており，岐
阜県（２０１３）のように詳しい算定手順解説も公表している。本稿に関連した調査の中
で岐阜県市町村課税政係に多々資料提供いただいたが，同係においても，データに
よる算定台帳の整備は０７年度から開始，算定替分の算定台帳の整備は１３年度から開
始とのことであった。
６）松任・石川広域合併協議会「白山市まちづくり計画（新市建設計画）」２０１４年５月。
７）地方交付税制度研究会編『平成２７年度地方交付税のあらまし』，４９頁。
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